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(57)【要約】
【課題】電池内部の燃焼により発生する発煙成分、臭気
成分等を吸収でき、安全性が高い非水電解質電池モジュ
ールを提供する。
【解決手段】本発明の非水電解質電池モジュールは、複
数の非水電解質電池と、前記非水電解質電池を収納した
外装体とを含み、前記非水電解質電池は、電池要素と、
前記電池要素を収納した可撓性を有する外装材とを含み
、前記外装材は、封止部を有し、前記非水電解質電池と
前記外装体との間には、空間部と、包接化合物が充填さ
れた化合物充填部とが形成されていることを特徴とする
。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の非水電解質電池と、前記非水電解質電池を収納した外装体とを含む非水電解質電
池モジュールであって、
　前記非水電解質電池は、電池要素と、前記電池要素を収納した可撓性を有する外装材と
を含み、
　前記外装材は、封止部を有し、
　前記非水電解質電池と前記外装体との間には、空間部と、包接化合物が充填された化合
物充填部とが形成されていることを特徴とする非水電解質電池モジュール。
【請求項２】
　前記包接化合物は、粉末状である請求項１に記載の非水電解質電池モジュール。
【請求項３】
　前記包接化合物は、比重が０．５以下であり、粒径が５０μｍ以上３ｍｍ以下である請
求項２に記載の非水電解質電池モジュール。
【請求項４】
　前記外装材は谷折されて矩形状に形成され、
　前記外装材の外周辺のうち、谷折りされた一辺以外の三辺が所定の幅をもって接合され
て前記封止部を形成し、
　前記谷折りされた一辺と対向する辺に形成された前記封止部から電極リード端子部が引
き出され、
　前記化合物充填部は、前記非水電解質電池の前記谷折りされた一辺側に配置され、
　前記外装体は、前記非水電解質電池の前記電極リード端子部が配置された側に開口部を
備え、
　前記開口部は、封止樹脂により封止されている請求項１～３のいずれか１項に記載の非
水電解質電池モジュール。
【請求項５】
　前記外装体は、前記化合物充填部と外部とを連通する排気孔を備え、
　前記排気孔には、フィルタが配置され、
　前記フィルタの細孔径が、５０μｍ未満である請求項４に記載の非水電解質電池モジュ
ール。
【請求項６】
　前記排気孔には、逆止弁が更に配置されている請求項５に記載の非水電解質電池モジュ
ール。
【請求項７】
　前記化合物充填部には、バッフル板が配置されている請求項５又は６に記載の非水電解
質電池モジュール。
【請求項８】
　前記排気孔には、エアバッグが更に配置されている請求項５に記載の非水電解質電池モ
ジュール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、可撓性を有する外装材を備えた非水電解質電池モジュールに関する。
【背景技術】
【０００２】
　リチウムイオン二次電池に代表される非水電解質電池は、エネルギー密度が高いという
特徴から、携帯電話やノート型パーソナルコンピューター等の携帯機器の電源として広く
用いられている。携帯機器の高性能化に伴ってリチウムイオン二次電池の高容量化が更に
進む傾向にあり、エネルギー密度を更に向上させるため、可撓性を有するラミネート外装
材を用いた扁平型非水電解質電池が多く使用されている。
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【０００３】
　一方、最近では非水電解質電池の高性能化に伴い、非水電解質電池が携帯機器の電源以
外の電源としても用いられようとしている。例えば、自動車用やバイク用の電源、ロボッ
ト等の移動体用の電源等に非水電解質電池が用いられ始めた。また、非水電解質電池を自
動車用やバイク用の電源、ロボット等の移動体用の電源等に用いる場合には、更なる高容
量化のため非水電解質電池を複数組み合わせてモジュール化して用いられる。非水電解質
電池をこのようにモジュール化して用いる場合には、モジュールを構成する各非水電解質
電池の安全性と、モジュール全体の安全性とが要求される。特に、非水電解質電池をこの
ようにモジュール化して用いると、モジュール全体として高容量、高電圧となるため、各
非水電解質電池に異常が発生した場合の発煙・発火に対する対策が必要になる。
【０００４】
　例えば、特許文献１には、正極と、負極と、セパレータと、非水電解液とを含む発電要
素と、上記発電要素を封入するラミネートフィルム外装材と、上記外装材の外側を封止す
る外周熱融着部を備える二次電池と；上記外周熱融着部の少なとも一部に配置した消火剤
入り容器と；上記二次電池と、消化剤入り容器を収納する筐体と；を備える電池パックが
記載されている。これにより、電池内部での発火、燃焼による発熱によって消化剤入り容
器が溶融することで消化剤が散布され、電池外部での燃焼を抑制する初期消火に有効であ
るとことが記載されている。
【０００５】
　また、特許文献２には、扁平型二次電池を加圧しつつ固定するラミネートフィルム外装
体と上記扁平型二次電池との間に、流体を密閉内包した流体内包袋を配置してなるモジュ
ールにおいて、上記内包した流体は、消化作用を有する気体又は液体又は粉体又はゲルの
いずれか一つであるモジュールが記載されている。これにより、扁平型二次電池が外部か
らの破壊的損傷を受け、発火に至った場合であっても、流体内包袋が破裂することによっ
て消火剤が散布されるので、従来よりも、より積極的に鎮火作用を持たせることが可能と
なることが記載されている。
【０００６】
　また、特許文献３には、充放電可能な電池体と、この電池体の外部にあって、上記電池
体から噴出した内容物に含まれる可燃性物質を吸着するフィルタ部と、上記電池体及び上
記フィルタ部を覆い、上記フィルタ部を通過することにより浄化された上記内容物を外部
へ排出する排出孔が設けられた外郭部材と、上記外郭部材に圧接して上記電池体を挟み込
み、この電池体に圧力をかけた状態で固定すると共に、上記電池体の熱を上記外郭部材に
伝達する放熱板を備え、上記フィルタ部が、上記内容物の噴出方向を特定する噴出部近傍
に対向して設けられ、上記電池体内の圧力が上昇すると、上記内容物が上記噴出部から噴
出する勢いを利用して、上記フィルタ部に噴出直後の上記内容物を進入、通過させる構成
とした二次電池パックが記載されている。
【０００７】
　これにより、保護回路の異常等により電池体のどの部分から内容物が噴出しても、まず
電池体を覆う外郭部材により内容物が外郭部材内に留められ、二次電池パック外部へ漏れ
出すことがない。そして、外郭部材内に留められた当該内容物に含まれる可燃性物質がフ
ィルタ部により確実に吸着され、外郭部材に設けた排出孔から可燃性物質を含有しない内
容物のみが外郭部材外部へ排出されるため、二次電池パック周囲への可燃性物質の流出を
阻止し、発煙、発火を防止できることが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】公開２００９－９９３２２号公報
【特許文献２】特許第４１８６５００号公報
【特許文献３】特許第４５０１１５７号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかし、特許文献１～３では、電池外部における発煙・発火の抑制については考慮され
ているものの、電池内部の燃焼により発生する発煙成分、臭気成分等の抑制については何
ら考慮されておらず、各電池の安全性及びモジュール全体の安全性については更に改善の
余地がある。
【００１０】
　本発明は上記問題を解決したもので、電池内部の燃焼により発生する発煙成分、臭気成
分等を吸収でき、安全性が高い非水電解質電池モジュールを提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の非水電解質電池モジュールは、複数の非水電解質電池と、前記非水電解質電池
を収納した外装体とを含む非水電解質電池モジュールであって、前記非水電解質電池は、
電池要素と、前記電池要素を収納した可撓性を有する外装材とを含み、前記外装材は、封
止部を有し、前記非水電解質電池と前記外装体との間には、空間部と、包接化合物が充填
された化合物充填部とが形成されていることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によると、電池内部の燃焼により発生する発煙成分、臭気成分等を吸収でき、安
全性が高い非水電解質電池モジュールを提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】図１Ａは本発明で用いる電極体を説明するための斜視図であり、図１Ｂは電極体
を外装材に収納している状態を示す斜視図であり、図１Ｃは電極体を外装材に収納して扁
平型リチウムイオン二次電池を完成した状態の斜視図である。
【図２】本発明の非水電解質電池モジュールの断面図である。
【図３】図２のＩ－Ｉ線の断面図である。
【図４】本発明の非水電解質電池モジュールの外観斜視図である。
【図５】本発明の非水電解質電池モジュールの他の形態を示す断面図である。
【図６】本発明の非水電解質電池モジュールの更に他の形態を示す断面図である。
【図７】本発明の非水電解質電池モジュールの更に他の形態を示す断面図である。
【図８】本発明の非水電解質電池モジュールの更に他の形態を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明の非水電解質電池モジュールは、複数の非水電解質電池と、上記非水電解質電池
を収納した外装体とを備えている。また、上記非水電解質電池は、電池要素と、上記電池
要素を収納した可撓性を有する外装材とを含み、上記外装材は、封止部を有している。更
に、上記非水電解質電池と上記外装体との間には、空間部と、包接化合物が充填された化
合物充填部とが形成されている。
【００１５】
　本発明の非水電解質電池モジュールは、包接化合物が充填された化合物充填部を有して
いるので、非水電解質電池の内部に燃焼が発生して、発煙成分、臭気成分等が電池外に漏
れ出しても、上記包接化合物が発煙成分、臭気成分等を吸収でき、モジュールの外部まで
発煙成分、臭気成分等が放出されることがない。これにより、モジュールの安全性を向上
できる。
【００１６】
　上記包接化合物は、その分子構造において分子サイズの空間を有する化合物であって、
上記空間に他の物質の分子を取り込んで、複合体を形成し得るものであればよい。具体的
には、例えば、クリタ工業社製の包接化合物“ＫＣ－１０３”（商品名）等が使用できる
。
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【００１７】
　上記包接化合物は、粉末状であることが好ましい。粉末状であると、包接化合物全体の
表面積が大きくなり、発煙成分、臭気成分等の吸収効率が向上するからである。また、上
記包接化合物は、比重が０．５以下であり、粒径が５０μｍ以上３ｍｍ以下とすることが
できる。
【００１８】
　以下、本発明の実施形態を図面に基づき説明する。但し、図１～図８では、同一部分に
は同一の符号を付し、重複した説明は省略する場合がある。
【００１９】
　先ず、本発明に用いる非水電解質電池の実施形態について扁平型リチウムイオン二次電
池を例に説明する。図１Ａは本実施形態で用いる電極体を説明するための斜視図であり、
図１Ｂは電極体を外装材に収納している状態を示す斜視図であり、図１Ｃは電極体を外装
材に収納して扁平型リチウムイオン二次電池を完成した状態の斜視図である。
【００２０】
　図１Ａにおいて、電池要素に含まれる電極体１０は、矩形状の正極１１と矩形状の負極
１２とを、矩形状のセパレータ１３を介して積層して作製される。正極１１の一端には、
正極リード端子１１ａが設けられ、負極１２の一端には、負極リード端子１２ａが設けら
れている。
【００２１】
　図１Ｂにおいて、可撓性を有する矩形状の外装材１４は、谷折りされて第１外装面１４
ａと第２外装面１４ｂとから構成されている。第１外装面１４ａには、深絞り成形により
電極収納部１５が形成されている。また、各正極リード端子１１ａ（図１Ａ）及び各負極
リード端子１２ａ（図１Ａ）は、それぞれ重ね合わされて溶接されて、それぞれ正極リー
ド端子部１６ａ及び負極リード端子部１６ｂを形成している。
【００２２】
　図１Ｃにおいて、電極体１０は、非水電解質と共に谷折りされた第１外装面１４ａと第
２外装面１４ｂとが形成する電極収納部１５に収納されている。また、外装材１４の外周
辺のうち、谷折りされた一辺以外の三辺が所定の幅をもって接合されて封止部１７ａ、１
７ｂ、１７ｃを形成している。正極リード端子部１６ａ及び負極リード端子部１６ｂは、
外装材１４の谷折りされた一辺と対向する封止部１７ｃから外部に引き出されている。こ
のようにして、非水電解質電池（扁平型リチウムイオン二次電池）２０が完成する。
【００２３】
　正極１１は、正極活物質、正極用導電助剤、正極用バインダ等を含む混合物に、溶剤を
加えて十分に混練して得た正極合剤ペーストを、正極集電体の両面に塗布して乾燥した後
に、その正極合剤層を所定の厚さ及び所定の電極密度に制御することにより形成できる。
【００２４】
　上記正極活物質としては、マンガンを含むスピネル構造のリチウム含有複合酸化物の単
体、又はマンガンを含むスピネル構造のリチウム含有複合酸化物と他の正極活物質との混
合体を用いることができる。上記マンガンを含むスピネル構造のリチウム含有複合酸化物
の含有量は、正極活物質全体の質量割合で、７０～１００質量％であることが好ましい。
上記含有量が、７０質量％を下回ると正極活物質の熱的安定性が不十分となる傾向にある
からである。
【００２５】
　上記マンガンを含むスピネル構造のリチウム含有複合酸化物としては、例えば、一般式
ＬｉxＭｎ2Ｏ4（０．９８＜ｘ≦１．１）の組成を有するリチウム含有複合酸化物、又は
上記Ｍｎの一部がＧｅ、Ｚｒ、Ｍｇ、Ｎｉ、Ａｌ及びＣｏより選ばれる少なくとも１種の
元素で置換されたリチウム含有複合酸化物（例えば、ＬｉＣｏＭｎＯ4、ＬｉＮｉ0.5Ｍｎ

1.5Ｏ4等）等が挙げられる。上記マンガンを含むスピネル構造のリチウム含有複合酸化物
は、１種単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。
【００２６】
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　上記他の正極活物質としては、例えば、一般式ＬｉＣｏＯ2に代表されるリチウムコバ
ルト複合酸化物（構成元素の一部が、Ｎｉ、Ａｌ、Ｍｇ、Ｚｒ、Ｔｉ、Ｂ等の元素で置換
された複合酸化物も含む。）、一般式ＬｉＮｉＯ2、Ｌｉ1+xＮｉ0.7Ｃｏ0.25Ａｌ0.05Ｏ2

等に代表されるリチウムニッケル複合酸化物（構成元素の一部が、Ｃｏ、Ａｌ、Ｍｇ、Ｚ
ｒ、Ｔｉ、Ｂ等の元素で置換された複合酸化物も含む。）等の層状構造の複合酸化物；一
般式Ｌｉ4Ｔｉ5Ｏ12に代表されるリチウムチタン複合酸化物（構成元素の一部が、Ｎｉ、
Ｃｏ、Ａｌ、Ｍｇ、Ｚｒ、Ｂ等の元素で置換された複合酸化物も含む。）等のスピネル構
造の複合酸化物；一般式ＬｉＭＰＯ4に代表されるオリビン構造のリチウム複合酸化物（
但し、ＭはＮｉ、Ｃｏ及びＦｅより選ばれる少なくとも１種）等が例示される。
【００２７】
　上記正極用導電助剤は、正極合剤層の導電性向上等の目的で必要に応じて添加すればよ
く、通常は導電性粉末が用いられる。上記導電性粉末としては、例えば、カーボンブラッ
ク、ケッチェンブラック、アセチレンブラック、繊維状炭素、黒鉛等の炭素粉末や、ニッ
ケル粉末等の金属粉末を利用することができる。
【００２８】
　上記正極用バインダには、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）、ポリテトラフルオロエ
チレン（ＰＴＦＥ）等が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００２９】
　上記正極集電体としては、構成された電池において実質的に化学的に安定な電子伝導体
であれば特に限定されない。正極集電体としては、例えば、厚さが１０～３０μｍのアル
ミニウム箔等が用いられる。
【００３０】
　上記溶剤としては、例えば、Ｎ－メチル－２－ピロリドン等が使用できる。
【００３１】
　正極１１の厚さは特に限定されないが、通常は１１０～２３０μｍである。
【００３２】
　負極１２は、負極活物質、負極用導電助剤、負極用バインダ等を含む混合物に、溶剤を
加えて十分に混練して得た負極合剤ペーストを、負極集電体の両面に塗布して乾燥した後
に、その負極合剤層を所定の厚さ及び所定の電極密度に制御することにより形成できる。
【００３３】
　上記負極活物質としては、例えば、天然黒鉛又は塊状黒鉛、鱗片状黒鉛、土状黒鉛等の
人造黒鉛等の炭素材料が用いられるが、リチウムイオンを吸蔵・放出可能であればこれら
に限定はされない。
【００３４】
　上記負極集電体としては、構成された電池において実質的に化学的に安定な電子伝導体
であれば特に限定されない。負極集電体としては、例えば、厚さが５～２０μｍの銅箔等
が用いられる。
【００３５】
　上記負極用導電助剤、負極用バインダ、溶剤については、正極に用いたものと同様のも
のを使用できる。
【００３６】
　負極１２の厚さは特に限定されないが、通常は６５～２２０μｍである。
【００３７】
　セパレータ１３としては、厚さが１０～５０μｍの耐熱性多孔質基体と、厚さが１０～
３０μｍの熱可塑性樹脂からなる微多孔フィルムとを備えた２層構造のセパレータを用い
ることができる。耐熱性多孔質基体としては、例えば、耐熱温度が１５０℃以上の繊維状
物で形成してもよく、上記繊維状物は、セルロース及びその変成体、ポリオレフィン、ポ
リエステル、ポリアクリロニトリル、アラミド、ポリアミドイミド及びポリイミドよりな
る群から選択される少なくとも１種の材料で形成することができ、より具体的には上記材
料からなる織布、不織布（紙を含む。）等のシート状物を耐熱性多孔質基体として用いる
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ことができる。
【００３８】
　また、上記熱可塑性樹脂からなる微多孔フィルムとしては、一定温度以上（１００～１
４０℃）で微孔を閉塞し、抵抗を上げるシャットダウン機能をセパレータに付与するため
に、例えば、融点が８０～１４０℃である熱可塑性樹脂からなる微多孔フィルムを用いる
ことができる。より具体的には、耐有機溶剤性及び疎水性を有するポリプロピレン、ポリ
エチレン等のオレフィン系ポリマーからなる微多孔シートを用いることができる。
【００３９】
　セパレータ１３の厚さは特に限定されないが、通常は２５～９０μｍである。
【００４０】
　外装材１４としては、アルミニウム等の金属層と熱可塑性樹脂層とが積層されたラミネ
ートフィルム等を用いることができる。例えば、厚さが２０～１００μｍのアルミニウム
層の外側に厚さが２０～５０μｍの熱可塑性樹脂層を設け、そのアルミニウム層の内側に
２０～１００μｍの接着層を設けたラミネートフィルムを用いることができる。これによ
り、封止部１７ａ、１７ｂ、１７ｃは、熱溶着により確実に接合できる。
【００４１】
　外装材１４の厚さは特に限定されないが、通常は６０～２５０μｍである。
【００４２】
　上記非水電解質としては、有機溶媒にリチウム塩を溶解させた非水電解液を使用するこ
とができる。
【００４３】
　上記有機溶媒としては、例えば、ビニレンカーボネート（ＶＣ）、プロピレンカーボネ
ート（ＰＣ）、エチレンカーボネート（ＥＣ）、ブチレンカーボネート（ＢＣ）、ジメチ
ルカーボネート（ＤＭＣ）、ジエチルカーボネート（ＤＥＣ）、メチルエチルカーボネー
ト（ＭＥＣ）、γ－ブチロラクトン等の有機溶媒を１種類又は２種類以上混合して用いる
ことができる。また、上記リチウム塩としては、例えば、ＬｉＣｌＯ4、ＬｉＰＦ6、Ｌｉ
ＢＦ4、ＬｉＡｓＦ6、ＬｉＳｂＦ6、ＬｉＣＦ3ＳＯ3等から選ばれる少なくとも１種類の
リチウム塩を用いることができる。非水電解液中のＬｉイオンの濃度は、０．５～１．５
ｍｏｌ／Ｌとすればよい。
【００４４】
　次に、本発明の非水電解質電池モジュールの実施形態について説明する。本実施形態の
非水電解質電池モジュールは、上記非水電解質電池を複数積層して外装体に挿入したもの
である。
【００４５】
　図２は、本実施形態の非水電解質電池モジュールの断面図である。図２において、非水
電解質電池モジュール５０の外装体４０の内部には、非水電解質電池２０が５個積層され
て収納されている。非水電解質電池２０は、放熱シート（図示せず。）を介して積層して
もよい。また、非水電解質電池２０と外装体４０との間には、空間部３０が形成されてい
る。但し、図２では、図面の理解を容易にするため、非水電解質電池２０については、断
面を示すハッチングを省略している。
【００４６】
　図３は、図２のＩ－Ｉ線の断面図である。図３において、空間部３０は、非水電解質電
池２０と外装体４０との間の、非水電解質電池２０の封止部１７ａ、１７ｂ、１７ｃの部
分に形成されている。また、非水電解質電池２０の外装材１４の外周辺のうち、谷折され
た一辺側の、非水電解質電池２０と外装体４０との間には、化合物充填部４１が形成され
、化合物充填部４１には包接化合物３５が充填されている。
【００４７】
　図３において、外装体４０は、開口部４２を備え、開口部４２には、封止樹脂３１が充
填されている。封止樹脂３１としては、例えば、ウレタン樹脂、エポキシ樹脂、ユリア樹
脂、フェノール樹脂等を使用できる。また、各非水電解質電池２０の正極リード端子１６
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ａ及び負極リード端子１６ｂは、例えば直列にそれぞれ接続されて正極外部端子１９ａ及
び負極外部端子１９ｂとして外部に引き出されている。
【００４８】
　ここで、何らかの異常により非水電解質電池２０の内部が燃焼状態に至ると、電池内圧
が上昇して封止部１７ａ、１７ｂ、１７ｃのいずれかの部分が開裂して、電池内部から発
煙成分、臭気成分等が放出される場合がある。その場合、空間部３０は、その発煙成分、
臭気成分等を包接化合物３５が充填された化合物充填部４１へ導入する排気通路となる。
これにより、電池内部から放出された発煙成分、臭気成分等を包接化合物３５が充填され
た化合物充填部４１で吸収することができ、外装体４０の外部まで発煙成分、臭気成分等
が放出されることがなく、モジュールの安全性を向上できる。
【００４９】
　図４は、本実施形態の非水電解質電池モジュールの外観斜視図である。本実施形態の非
水電解質電池モジュール５０を作製するには、外装体４０の内部に、包接化合物３５及び
非水電解質電池２０を配置した後に、封止樹脂３１を充填して硬化させればよい。
【００５０】
　図５は、本発明の非水電解質電池モジュールの他の形態を示す上記実施形態の図３に対
応する図である。図５の形態では、化合物充填部４１の底面に排気孔４３を設け、更に排
気孔４３を覆うようにフィルタ４４を配置した以外は、図３に示した実施形態と同様であ
る。何らかの異常により非水電解質電池２０の内部が燃焼状態に至り、電池内圧が上昇し
て封止部１７ａ、１７ｂ、１７ｃのいずれかの部分が開裂して、電池内部から発煙成分、
臭気成分等が放出されると、放出された発煙成分、臭気成分等は、一旦包接化合物３５に
吸収されるが、化合物充填部４１には、排気孔４３とフィルタ４４が備えられているので
、包接化合物３５に吸収されなかったガス等は、フィルタ４４を介して排気孔４３からモ
ジュールの外部へ排出される。これにより、モジュール内の内圧上昇による外装体４０の
破裂等の発生を確実に防止でき、非水電解質電池モジュール５０の安全性を向上できる。
また、排気孔４３はフィルタ４４で覆われているので、包接化合物３５がモジュールの外
部に放出されることはない。
【００５１】
　フィルタ４４の材質は特に限定されないが、不織布等が使用できる。また、フィルタ４
４の細孔径は包接化合物３５の粒径未満であることが好ましい。例えば、包接化合物３５
の粒径が５０μｍ以上の場合は、フィルタ４４の細孔径は５０μｍ未満であることが好ま
しい。これにより、包接化合物３５のモジュール外部への放出を確実に防止できる。
【００５２】
　また、排気孔４３の大きさも特に限定されないが、通常は孔径が１～２ｍｍ程度の大き
さとすればよい。
【００５３】
　図６は、本発明の非水電解質電池モジュールの更に他の形態を示す上記実施形態の図３
に対応する図である。図６の形態では、排気孔４３に逆止弁４５を設置した以外は、図５
に示した実施形態と同様である。逆止弁４５は、モジュール内部から外部へガス等を放出
可能であるが、モジュール外部から内部への空気等の流入を防止する機能を有している。
本実施形態では、排気孔４３に逆止弁４５を設置しているので、モジュール内部のガス等
をモジュール外部へ放出できると共に、モジュール外部から内部への空気等の流入を防止
できる。
【００５４】
　図７は、本発明の非水電解質電池モジュールの更に他の形態を示す上記実施形態の図３
に対応する図である。図７の形態では、化合物充填部４１にバッフル板４６を設置した以
外は、図５に示した実施形態と同様である。バッフル板４６を設置することにより、化合
物充填部４１内における、電池内部から放出された発煙成分、臭気成分等の流路を長くす
ることができる。これにより、上記発煙成分、臭気成分等の包接化合物３５への吸収効率
を向上できる。本実施形態では、排気孔４３に前述の逆止弁４５（図６）を更に設置して
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【００５５】
　図８は、本発明の非水電解質電池モジュールの更に他の形態を示す上記実施形態の図３
に対応する図である。図８の形態では、排気孔４３にエアバック４７を設置した以外は、
図５に示した実施形態と同様である。エアバック４７を設置することにより、包接化合物
３５に吸収されず、フィルタ４４を透過したガス等を捕集することができる。
【産業上の利用可能性】
【００５６】
　以上説明したように、本発明は、電池内部の燃焼により発生する発煙成分、臭気成分等
を吸収でき、安全性が高い非水電解質電池モジュールを提供できる。従って、本発明の非
水電解質電池モジュールは、高い安全性が要求される自動車用やバイク用の電源、ロボッ
ト等の移動体用の電源等として広く利用できる。
【符号の説明】
【００５７】
１０　電極体
１１　正極
１１ａ　正極リード端子
１２　負極
１２ａ　負極リード端子
１３　セパレータ
１４　外装材
１４ａ　第１外装面
１４ｂ　第２外装面
１５　電極収納部
１６ａ　正極リード端子部
１６ｂ　負極リード端子部
１７ａ、１７ｂ、１７ｃ　封止部
１９ａ　正極外部端子
１９ｂ　負極外部端子
２０　非水電解質電池
３０　空間部
３１　封止樹脂
３５　包接化合物
４０　外装体
４１　化合物充填部
４２　開口部
４３　排気孔
４４　フィルタ
４５　逆止弁
４６　バッフル板
４７　エアバック
５０　非水電解質電池モジュール
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